
1 　重要な会計方針

(1)　 固定資産の評価基準および評価方法について

　      建物、車両運搬具および什器備品について定額法による減価償却を実施している。なお、リース資産の耐用年数は、

　　　　リース期間を耐用年数としている。

(2) 　 引当金の計上基準について

  ①   貸倒引当金について

　　　　未収金の貸倒発生に備えるため、一定期間以上回収が遅延している債権を個別に見積もって計上している。

  ②   退職給付引当金について

    　  退職金を積立てている。

 ③　賞与引当金について　

      職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の内当事業年度に対応する支給見込額を計上している。

(3)    消費税の取り扱いについて

　 　 消費税は税込方式により処理している。

(4)    会計処理基準について

　　　会計処理の基準については、公益法人会計基準（平成20年基準）に準拠している。

2　 特定資産の増減及びその残高

   　特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

 科　　  　　 　　　　目 当期残高

特定資産

 　 財政運営資金積立資産（注１） 100,000,000

 　 退職給付引当資産（注２） 10,423,346

　  減価償却引当資産 11,600,000

  　施設整備資金積立資産 4,000,000

 合　　　 　　　　　　計 126,023,346

　　（注１）財政運営積立金は、期中に60,000,000円を取崩し、期末に60,000,000円を積立る。

　　（注２）退職給付引当資産は、当期の退職給付引当金相当額を積立てる。

3　 特定資産の財源等の内訳

   　特定資産の財源等の内訳残高は、次のとおりである。 （単位：円）

 科　　  　　 　　　　目 （うち負債に対応する額）

　

　  財政運営資金積立資産 100,000,000  

 　 退職給付引当資産 10,423,346 10,423,346

  　減価償却引当資産 11,600,000

 　 施設整備資金積立資産 4,000,000

 合　　　 　　　　　　計 10,423,346

   　    退職手当支給規程に基づく、職員の退職金を支給するため、中退共掛金による退職金を補うため、期末要支給額の
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財務諸表に対する注記

4 　固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

 科　　　　 　 　　　目

建　          　 　　　　　　物 20,603,463

車     両     運     搬     具 505,332

什       器       備        品 2,134,061

　　　無　形　固　定　資　産 456,960

　　　リ　ー　ス　資　産 11,480,910

 合　　　  　　　　　計 35,180,726

5 　補助金預金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

交付者 貸借対照表上の記
載区分

補助金

　 運営費補助金 浜松市 0 0 ―

　 運営費補助金 国庫 0 0 ―

   助成金 県連合会 0 0 ―

0

6　当期のリース取引は次のとおりである。(リース資産、リース負債計上分は除く。）

7　関係する役員と当センターの間には取引関係はありません。
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